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調査対象

デジタル化の意義と

展望

研究会の考察 本調査により世界の廃止措置のデジタル化の潮流を理解する一方で、我国での適用の遅れを強く認識した。

＜日本の現状＞

課題１デジタル化戦略が出来ていない

・活用が小規模（スポットかつ単発）で系統化・統合化が出来ていない

・開発・導入しても実地で活用されない

・費用対効果に疑心暗鬼

・廃止措置のデジタル化のニーズとシーズのマッチングが出来ていない

課題２デジタルプラットフォーム構築上の課題

・BIMデータの活用における課題（BIMにどこまで役割を持たせるか、廃止措置に使えるIFC属性の整理、

　　　　　　　　　　　　　　　　オントロジー（言葉の定義）の整理既存施設のBIM化）

・データ共有上のセキュリティ面

・共通プラットフォーム構築の費用

＜解決策・提言＞

世界から周回遅れの日本の廃止措置DXにはプロジェクトを先導する機関の下、各企業が協業、連携して

欧州のような本格的な共同開発体制のもとデジタル化戦略を構築して目指すシステムを作ることが必要と考える。

・サプライヤーは実施者のニーズを知り、実施者はサプライヤーの技術を知る仕組み

・海外事例を体系的に収集・分析し共有する

・廃止措置産業界で共有できるデジタルプラットフォームを構築する

調査対象の概要

廃止措置の技術

DXの廃止措置への適用

３．デジタル化の展開

2024年5月に開催されたIAEAの廃止措置国際会議においても「デジタル化」「ロボティクス・遠隔操作」「知識マネジメント」などセッショ

ンで多くのデジタル化技術の適用事例が紹介され、多くの可能性を持っていることが判った。

研究会は、廃止措置分野のDX（デジタル・トランスフォーメーション）について、海外の取組みを調査し開発の現状を理解するとともに日本

への適用性を検討しました。

１．DXへのステップ

①Digitization（アナログ・物理的なデータのデジタル化）⇒

②Digitalization（デジタル化されたデータを業務プロセスに活用）⇒

③Digital Transfoumation（①、②を活用したビジネスモデルや業務全体の変革）

廃止措置分野では世界的に①や②のデジタル化技術は導入されつつあり、それが今後廃止措置のDXに結びついていく可能性がある。

２．デジタル化のメリット

IAEAの八木氏は以下の通り、廃止措置の特徴と課題解決にデジタル化の意義を指摘している。

・EUのPLEIADESホームページ

・EUのPREDISホームページ

・2023年IAEA廃止措置国際会議発表資料　など

PLEIADES:  PLatform based on Emerging and Interoperable Applications for enhanced　Decommissioning processes

＜廃炉計画のための共通プラットフォームに関するEUプロジェクト＞

EU7カ国から14機関が参加（コーディネーターは仏CEA）。

プロジェクト期間は3年間（2020－2023）。

費用4.3M€（約6.8億円）内2.8M€はEUが拠出。

①関連する方法論（オントロジーの整備）の開発・準備

②BIMアプローチに基づく革新的なプラットフォーム開発

③開発戦略・教育訓練

④試行、活用準備

PREDIS：Pre-Disposal Management of Radioactive Waste

＜放射性廃棄物の処分前管理に係るEUプロジェクト＞

EU17カ国から47機関が参加（コーディネーターはフィンランド技術研究センター）

プロジェクト期間は4年間（2020－2024）。

費用24M€（約38億円）内14M€はEUが拠出。

①廃棄物の処理についての方法・プロセス・技術等を開発し、向上させる。

②材料及びパッケージの基準、パラメーター、仕様を分析し、ヨーロッパ全体の廃棄物管理プロセスの標準化をサポートする。

本プロジェクトの中で、廃棄体管理や廃棄体作成の技術向上にデジタルツインが活用されている。

エネルギー総合工学シンポジウム講演資料 （IAEA 八木雅浩

2022年11月1日）

「海外における最近の廃止措置の取組みと今後の課題 （特に

デジタル技術の活用について）」

IAEA廃止措置国際会議 DECOM2023資料

「廃止措置の有効性と効率性を高めるデジ

タルビジュアライゼーションの影響」

デジタル化によって

• 放射線作業環境の視覚化

• 計画の最適化

• 安全性向上

• 実施コスト削減

• 情報の共有化、知識伝承

• 迅速な意思決定

• 設計ミス・干渉の早期発見

• トレーニング

• ステークホルダーエンゲイジメント

等が実現できる


